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第 1回 北広島市地域公共交通活性化協議会 会議録 

日  時 平成 29年 2 月 21 日（火）14：00～16：00 

場  所 北広島市芸術文化ホール 活動室 1・2 

出席委員 

中屋直委員・今田美幸委員・大谷大委員・奥山正美委員・岡村彰律委員 

金川弘司委員・川島光行委員・駒形智委員・鈴木聡士委員・髙嶋真一委員 

髙田誠委員・土屋正紀委員・寺澤達委員・冨田辰夫委員・長田一彦委員 

中山俊彰委員・橋本信行委員・長谷川雅子委員・布施純委員・増田厚志委員 

本橋健治委員 

欠席委員 麻生昌裕委員・天井弘志委員・神田太朗委員・瀧田修委員 

事 務 局 川村企画財政部次長・橋本企画課長・柴主査・安井主任 

傍 聴 者 １名 

会議次第 

１ 開会 

２ 委嘱書の交付 

３ 市長あいさつ 

４ 活性化協議会委員・事務局紹介 

５ 会長及び副会長の選出 

６ 会長あいさつ 

７ 議事 

 （１）活性化協議会の運営について 

 （２）地域公共交通網形成計画の策定に向けて 

   ①人とまち、未来をつなぐネットワーク（情報提供）【資料１】 

   ②北広島市公共交通の現状と課題【資料２】 

   ③北広島市地域公共交通網形成計画策定内容及び策定体制【資料３】 

８ その他 

９ 閉会 
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会議録 

 

１ 開会 

委員 25 名中 21名が参加。委員の半数が出席していることにより、会議が成立しているこ

とを報告。 

 

２ 委嘱書の交付 

市長より、委員に委嘱書の交付 

 

３ 市長あいさつ 

市長よりあいさつ 

 

４ 活性化協議会委員・事務局紹介 

各委員、事務局紹介 

 

５ 会長及び副会長の選出 

委員の意見により、会長に中屋委員、副会長に鈴木委員が選出され、承認された。 

 

６ 会長あいさつ 

中屋会長よりあいさつ 

 

７ 議事 

（１）活性化協議会の運営について 

＜事務局より資料に沿って説明＞ 

委員から異議等がなく了承された。 

会長の指名により、寺澤委員を第 1回活性化協議会会議録の署名委員としたい旨提案

があり、了承された。 

 

（２）地域公共交通網形成計画の策定に向けて 

①人とまち、未来をつなぐネットワーク（情報提供） 

＜北海道運輸局札幌運輸支局首席運輸企画専門官 中山委員より資料 1に沿って説明＞ 

・地域公共交通については、交通の各分野の中で、とりわけ人々の生活に密接に関わっ

ているものであり、必要不可欠のもとなっている。 

・しかしながら、モータリゼーション進展や人口減少などに伴い、利用者の減少に歯止

めがかからない状況となっており、その結果、交通事業者の不採算路線からの撤退が

進み、地域の公共交通ネットワークが大幅に縮小している。 
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・平成 29年度以降では、乗合バス路線 10,206 キロ、地域鉄道 186 キロが廃止されてい

るほか、輸送回数などのサービス水準も低下している。サービスの低下が更なる利用

者の減少を招く負のスパイラルという結果が生じている。 

・交通事業者の多くが厳しい経営となっており、最近では運転手などの人材確保が問題

となっている。 

・公共交通に求められる役割は、人口減少社会においても地域社会の活力を維持向上さ

せ、地域住民の通院、通学や買い物などの日常生活上不可欠な移動手段であること、

これに加えて文化活動、コミュニティ活動などを通じた外出機会の促進を図ることと

いえる。 

・人口減少社会の中で都市の再生を図るためには、コンパクトシティの実現、その実効

性を担保する上で、拠点同士、あるいは拠点と住居エリアを結ぶネットワークを構築

することや、まちの賑わいの創出、自家用車に依存し過ぎない、歩いて暮らせるまち

づくりが求められている。 

・観光客を含む地域外からの来訪者の移動の利便性の向上を図るためにも、地域公共交

通は地域住民の移動手段の確保にとどまらない多方面な役割を有している。 

・地域公共交通を維持改善を図ることは、交通分野の課題の解決にとどまらず、都市構

造の再構築に向けた中長期的なまちづくりや、より短期なまちづくりにおいて重要に

なるほか、観光振興や健康、福祉、環境などの様々な分野で大きな効果をもたらすと

いえる。 

・公共交通事業者、住民利用者には学識経験者をはじめとする地域の関係者が知恵を出

し合って合意の下で持続可能な公共交通ネットワークを構築して実現を図ることが重

要になっている。 

・地域公共交通活性化再生法の目的には、交通政策基本法の基本理念に則るということ

及び持続可能な地域公共交通網の形成に資するという観点から地域公共交通の活性化

及び再生を推進するということが明記されている。 

・基本方針には事業評価に関する基本的な事項が追加されている。 

・法定協議会については、改正前の活性化再生法の中でも定められているが、構成要件

については、大きな変更点はない。法律の条文の書き方として、従前は市町村という

書き方であったが改正で地方公共団体という表記に変わっている。 

・地域公共交通網形成計画は、地域の公共交通のマスタープランということになる。公

共交通の現状や問題点、課題を整理して公共交通ネットワーク全体を一体的に形作り、

持続させるということを目的に交通事業者、行政の役割を明確にするものである。 

・総合連携計画からの変更点は大きく 2点ある。一つは、達成状況を評価する考え方で

あり、事業が計画に基づき着実に実行されているのか、できていなければ、なぜでき

なかったのか原因を明らかにし、原因を改善していく、いわゆる PDCA サイクルの考え

方が導入されたこと。二つ目は、コンパクトシティ化などのまちづくり施策との連携

を求めていること。 
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・地域公共交通再編事業については、地域全体の公共交通ネットワークを総合的に再編

する取り組みを進めるため活性化再生法の改正により新たに追加された。 

・地域公共交通再編実施計画は、形成計画を実現するための実施計画となる。形成計画

に再編事業に関する内容が記載されていた場合、地方公共団体が事業者の同意の下に

策定することができる。必ず再編実施計画を策定しなければいけないというものでは

ない。 

・策定された再編実施計画は、国土交通大臣の認定を受けることができる。認定を受け

ることにより、事業実施に必要な各種事業法の特例を受けることが可能となる。 

・認定を受けた計画については、計画内容が実施されていなければ、認定どおり実施す

るよう勧告や命令を出すことができる。バス事業に関する路線の再編の場合、認定さ

れた計画に対して、後から参入してきた事業者が計画にそぐわない活動をしようとし

た場合には、許認可を制限することができる規定が法律の中に定められている。 

・形成計画あるいは再編実施計画に基づく事業によって国の補助制度という形で地域公

共交通確保維持改善事業費補助金という補助がある。このような補助を活用すること

で、各種のインセンティブあるいは計画を策定するための調査に関する補助メニュー

もある。 

 

【委員】 

＜質問、意見等なし＞ 

 

②北広島市公共交通の現状と課題 

＜事務局より資料 2に沿って説明＞ 

【Ａ委員】 

 ・アンケート調査の結果は、バス事業者に提供されているのか。 

 ・市内を運行している路線バスのルートと時間帯は、市とバス事業者の二者が協議して決

めているのか。 

【事務局】 

 ・平成 22年に実施したアンケート調査は、地域公共交通総合連携計画を策定した時に実施

したものであり、本協議会同様バス事業者が参画していた協議会において情報提供して

おり、内容については共有している。 

 ・路線に関しては、バス事業者、地域住民の代表者及び行政の三者で組織する公共交通輸

送協議会において、意見交換を行い、バス事業者に伝えている。 

【Ａ委員】 

 ・北広島団地線については、20年前に比べると不便になっていると感じられる。 

 ・現在走行している路線バスはステップがあり、高齢者や障がい者にとって不便に感じる

ところがある。 
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 ・大曲地区、西部地区の住民は出張所があるため、市役所や北広島駅方面に来る人は少な

いこと、また、札幌方面に向かう路線バスが増えていることなどから、地区間の交流が

なくなってきていると感じられる。 

 ・北広島団地が不便に感じられるようになり、利便性の高い札幌市に移住した者もいる。 

 ・本協議会では、まちの発展に寄与する、住民にとって利便性の高い公共交通網が検討さ

れていくことを期待している。 

【Ｂ委員】 

 ・本市の特徴は、5つの地区が分散していることであり、地区別の分析が重要と考えてい

る。資料の 6ページに自動車保有台数と 29ページに路線バスの満足度があるが、地区別

の分析をしているのか。 

【事務局】 

 ・6ページ 自動車保有台数については、北海道自動車統計から掲載しているものであり、

地区別の分析は行われていない。 

 ・29ページ 路線バスの満足度については、これは平成 26年に実施した消費生活調査から

公共交通に関する箇所を抜粋し掲載している。調査データを確認したうえで、地区別の

状況を分析可能な場合は、次回提供したい。 

【Ｃ委員】 

・38ページの公共交通の現状整理の中で「路線バス利用者については、市外線及び市内線

において、減少傾向が続いている」とされているが、資料では、路線バスとタクシー利

用者について、平成 27年度と平成 26 年度を比較すると、増加している。なぜ、利用者

が増加したのかという分析がポイントになると考える。 

・少子高齢化によって、通勤・通学者が減っているが、代わりに平日の日中にバスを利用

する高齢者が増加したことで、利用者が増えているのではないか。 

・今後 5年間で北広島団地地区の 60 歳以上の人口はピークを迎えると思われ、平日の日中

の移動ニーズが増加するのではないか。 

・今後、全体としては減少が続いていくと思われるが、部分的には、増加するところもあ

ると思われることから、分析する必要があるのではないか。 

【Ｄ委員】 

・地域公共交通機関の基本的な解釈としては、鉄道・バス及びタクシーでよいか。 

・形成計画に搭載される各種交通施策を実施するためには、様々な経費が掛かると思われ

るが、本協議会では経費が掛かる部分も含めて協議していくことになるのか。 

【事務局】 

 ・地域公共交通機関としては、そのとおりであり、特に市が課題と考えているのは、バス

事業である。 

 ・新たな取り組みということになれば、予算が生じる可能性は十分考えられる。本協議会

で議論し、まとまった結果が市の交通施策となって予算化されると理解いただきたい。 
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③北広島市地域公共交通網形成計画策定内容及び策定体制 

＜事務局より資料 3に沿って説明＞ 

○専門部会の設置について 

【会長】 

 ・事務局から専門部会（以下「部会」という。）を設置したいという提案があったが、他市

町村の活性化協議会委員を務めている鈴木委員から、他市町村の活性化協議会の運営・

進め方等について情報提供をいただきたい。 

【鈴木委員】 

 ・他市での活性化協議会でも本協議会と同様に 20 数名の委員で構成されていることが多い。 

 ・活性化協議会全体で詳細な議論は困難であるので、少数の委員で構成する部会において、

調査概要や路線バスの再編などについて、バス事業者等と深い議論を行い形成計画を策

定している都市が多い。 

 ・部会で協議した結果、重要な基本方針や考え方などについては、活性化協議会本体にフ

ィードバックし、諮っている状況である。 

 ・部会は必ず設置しなければいけないというものではないが、他市町村の状況をみると、

密度の濃い議論をする有効な手段であると考えられる。 

【会長】 

 ・密度の濃い議論をしていくためには、委員数を絞った部会を設置することが有効という

内容であったが、本協議会においても、部会を設置することでよろしいか。 

【委員】 

＜異議等なく了承＞ 

 

○専門部会の体制について 

【会長】 

 ・部会の体制や協議するテーマなどについて、提案はあるか。 

【Ｂ委員】 

 ・当市は、5地区に分かれていることから、部会を設置する際には、地域性を考慮しても

らいたい。 

【Ｅ委員】 

 ・地域の意見を反映させなければならない段階とある程度の枠組みを作る段階で部会の性

格が変わってくると考えられることから、その時々で対応するような形でよいかと思わ

れる。 

【Ｃ委員】 

 ・最初の枠組みを作る段階では部会を 1つ設置し、その後、具体的な協議が必要になって

きた段階で部会を増やすという対応もよいと思われる。 
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【会長】 

 ・事務局において、想定している部会の考え方があれば、説明いただきたい。 

【事務局】 

 ・本市公共交通の課題としては、北広島団地線のあり方、利用促進、地区間の公共交通の

あり方、交通空白地域の対応の４つと考えられる。 

 ・4つの課題について、議論をいただきたく、部会を 2つ設置し、それぞれ 2つの課題に

ついて担当いただきたい。 

 ・また、部会委員については、公共交通利用者として参画いただいている 10名の方にいず

れかの部会に所属していただきたい。 

 ・議論を進めていく中で、他の課題が出てくることも考えられるので、その際は臨機に対

応していきたい。 

【会長】 

 ・事務局から北広島団地線と利用促進に関する部会を１つ。地区間の公共交通と交通空白

地域の対応に関する部会を１つという提案であったが、いかがか。 

【委員】 

＜異議等なく了承＞ 

 

○専門部会委員について 

【会長】 

 ・2つの部会を設置することとなったが、人数や参画いただく委員について、事務局の考

えはあるか。 

【事務局】 

 ・専門的な見地が必要と考えているので、2つの部会には共通して鈴木委員、中山委員及

びバス事業者の 2名に入っていただきたい。 

 ・また、公共交通利用者の意見も必要であるため、利用者 10名についてもいずれかの部会

に所属していただき、各部会 9名から 10名の構成と考えている。 

【会長】 

 ・事務局から提案があったが、いかがか。 

【委員】 

 ＜異議等なく了承＞ 

【会長】 

 ・部会の構成委員についてであるが、事務局で調整する方法とこの場で決める方法がある

が、何か意見はあるか。 

【Ｃ委員】 

 ・公共交通利用者が 10名いるが、2つに分かれるということか。 

 ・公募委員は個人であるので、自身の意思で所属を決めればよいと考える。 

 ・団体の代表として参画している委員については、後日という形でよいと考える。 
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【会長】 

 ・事務局からなにかあるか。 

【事務局】 

 ・公募委員については、本協議会終了後、意向を確認したい。 

 ・団体から参画している委員については、バランスと地域性を考慮し、調整させていただ

きたい。 

【会長】 

 ・事務局の提案でよろしいか。 

【委員】 

 ＜異議等なく了承＞ 

【会長】 

 ・部会委員については事務局において調整することとなったが、協議会への報告は、各委

員への連絡をもって決定するという形でよいか。 

【委員】 

 ＜異議等なく了承＞ 

 

○専門部会の公開・非公開について 

【会長】 

・事務局からの説明の中で、部会については、バス事業者の経営的な内容も含まれる可能

性があることから、会議を非公開としたいという提案があったがいかがか。 

【委員】 

 ＜異議等なく了承＞ 

【会長】 

 ・それでは協議会については公開とし、部会については非公開とする。 

 

８ その他 

 事務局より次回会議日程について連絡。 

 ・活性化協議会 ６月ごろ 

 ・専門部会 ４月以降 

 日程については、時期が近づいたら、連絡する。 

 

９ 閉会 

 

 

会議録署名委員                  


